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本研究では，ITS を取り巻く交通技術進展による物流・人流の利便性向上が，人口・経済活動の空間的集積

に与える影響を評価できる空間経済分析手法を開発する．そのために，空間経済学に基づく空間応用一般均

衡モデルを拡張し，自動車・鉄道・航空・高速バスといった複数の交通機関の利便性を反映した交通網を表

現できる分析枠組みを構築する．さらに，日本全国を対象とした反実仮想実験により，交通技術進展が人口

分布に与える影響を分析し，東京一極集中を是正する交通技術進展の条件について調べる． 
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This study develops a spatial economic analysis method that can evaluate the impact of accessibility improvements due 

to ITS-related technological progress on the spatial concentration of population and economic activities. To this end, we 

extend a spatial computable general equilibrium model based on spatial economics and construct an analytical framework 

that can represent a transportation network that considers the accessibility of multiple modes of transportation. 

Furthermore, through a counterfactual experiment in Japan, we analyze the effect of transportation technology 

development on population distribution and find the conditions for transportation technology development to correct the 

concentration of Tokyo. 
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1. はじめに 
我が国では東京一極集中が進行するなか，暮らし方

に関する多様な価値観への対応や首都直下地震への対

応などを理由に，東京一極集中の是正が望まれている
1)．一方で，自動運転技術などといった，ITS を取り巻

く交通技術が進展している．交通技術進展は，輸送費

用の低下をもたらし，短期的には物流・人流の効率を

改善させる．他方，長期的には地方の人口や経済活動

が大都市（e.g., 東京圏）に流出することが懸念される．

すなわち，交通技術進展によって東京一極集中が加速

することが危惧される．これに対応するため，交通技

術進展による人口・経済活動への影響をモデル分析に

より予見しておくことは有用である．この際，前述の

短期・長期の両方の効果を把握できる分析枠組みが必

要である．加えて，妥当性の観点から，分析モデルは，

進行する地方都市から大都市への人口流出（i.e., スト



ロー現象）といった国土構造変化を表現できる必要が

ある．しかし，これまで多くの関連研究が存在するも

のの，これらを満たす分析枠組みは整っていない． 
本研究では，交通技術進展による物流・人流の利便

性向上が人口・経済活動の空間的集積に与える影響を

評価できる空間経済分析手法を開発する．そのために，

空間経済学に基づく空間応用一般均衡モデルである高

山・杉山2)を拡張する．高山・杉山2)はストロー現象を

表現可能な一方で，都市間輸送網の表現に問題を抱え

ている（i.e., 交通技術進展を表現するには限界がある）．

このため，高山・杉山2)を拡張し，自動車・鉄道・航空・

高速バスといった複数の交通機関の利便性を反映した

交通網を表現できる分析枠組みを構築する．併せて，

実空間を対象とした分析を可能とするパラメータ設定

手法を提示する．開発手法により，日本全国を対象と

した交通技術進展の影響評価を実施し，東京一極集中

を是正する交通技術進展の条件について調べる． 
本稿の構成は以下のとおりである．まず，第2章では， 

Pflüger and Tabuchi3)に基づくモデルを説明する．第3
章では均衡状態を示した上で，その導出方法を示す．

第4章では，複数の輸送モードに対応するパラメータの

設定方法を示す．第5章・6章で，交通技術進展による

反実仮想実験のための計算条件および分析結果を示す．

最後に，第7章で本論文の成果と今後の課題を述べる． 
 

2. モデル 
2.1 モデルの設定 
地域は離散的に 箇所存在すると仮定し，全ての地

域の集合を ≡ {1,2,⋯ , }と表現する．地域 ∈ の

面積は とする．次に，この経済には，消費者と企業が

存在する．消費者は，地域全体として 存在し，居住す

る地域 を選択することができる．各地域 ∈ に立地

する消費者の数をℎ ≥ 0と表現する．これらの消費者

は自地域の企業に労働を非弾力的に 1 単位供給する．

企業は，収穫逓増の技術により，労働と土地を生産要

素として，差別化された財を生産する． 

 
2.2 消費者行動 
消費者が居住することによる効用を Cobb-Douglas

型の効用関数により表現する: 

= 1 − ,  (1a) 

= ( ) d
∈

. (1b) 

ここで，α ∈ (0,1)は土地への支出割合を表すパラメー

タ， は地域 のアメニティ水準（e.g., 気候，地形条件）

を表す所与の定数， は土地の消費量， は差別化財の

消費により得られる部分効用を表す． は地域 で生産

される差別化財のバラエティ（種類）数， ( )は地域

で生産され地域 で消費される財バラエティ の消費

量である． > 1は財バラエティ間の代替弾力性である． 
消費者の予算制約は次のとおりである: 

= + ( ) ( )d
∈

. (2) 

ここで， は地代， ( )は地域 で生産されて地域 で

消費される財バラエティ の価格を表す． 
消費者の所得 は賃金 と地代収入 からなる: 

= + . (3) 
ここで，全ての土地が全消費者により均等に所有され

ていると仮定する（i.e., public ownership）．よって，

消費者の地代収入は以下で与えられる: 

= ∑ ( ℎ + )∈ . (4) 

効用最大化問題から，土地，財の消費量 ， ( )と
財消費の部分効用 が得られる: 

= , (5a) 

( ) = ( ) , (5b) 

= (1 − ) . (5c) 

ここで， は財の価格指数であり，以下で定義される: 

= ( ) d
∈

. (6) 

式(1a)に式(5a)，式(5c)を代入すると，地域 に居住す

る消費者の間接効用 は次のように表される: 
= ( ) . (7) 

 
2.3 企業行動 
企業は，独占的競争市場下で土地・労働を投入して

財を生産する．すなわち，自由に参入・撤退できると仮

定した企業が収穫逓増の技術により差別化された財を

生産する．規模の経済，消費者の多様性選好，ならびに

供給できる財のバラエティ数に制限が無いことから，

どの企業も必ず他企業とは異なるバラエティの財を生

産する．このため，地域 で生産を行う企業数は，供給

する財のバラエティ数 と等しくなる．以降では，地域

でバラエティ を生産する企業を地域 の企業 と呼ぶ． 



地域 の企業 が財バラエティ を生産するには，1 単

位の固定的な投入と生産量 ( )に応じた ( )の限

界的な投入が必要となる．Cobb-Douglas 型の生産技術

を仮定するため，土地・労働の投入量との関係は以下

となる: 

1 + ( ) = ( ) ( )
1− . (8) 

ここで， ∈ (0,1)は土地の投入割合を表すパラメータ，( )， ( )は，各々，地域の企業が投入する土地，労

働量である． 
財の地域間輸送には氷塊型の輸送費用がかかると仮

定する．すなわち，地域 から地域 へ 1 単位の財を輸

送すると最初の1単位のうち1⁄ < 1単位だけが実際

に到着し，残りは解けてしまうと考える．このため，地

域 で生産された財バラエティ の地域 における需要

量 ( )と供給量 ( )との間に，次の関係が成立する: 
( ) = ( )ℎ

∈
. (9) 

地域 の企業 は，独占的競争を仮定していることか

ら，地域 の消費者の需要関数 ( )を所与として，生

産する財バラエティ の価格 ( ) = ( ( )) ∈ と土

地・労働の投入量 ( )， ( )を設定する．その利潤最

大化行動は，次のように定式化できる: 
max( ), ( ), ( ) ( ), (10a) 

s.t. (5b), (8), (9). (10b) 
ここで， ( )は利潤であり，収入から土地・労働の費

用を引いた，以下の形で与えられる: 
( ) = ( ) ( )ℎ − ( ) − ( )

∈
. (11) 

この利潤最大化問題を解くと，財バラエティの価格( )，土地・労働の投入量 ( )， ( )が得られる: 

( ) = − 1 , (12a) 

( ) = 1 + ( )ℎ
∈

, (12b) 

( ) = 1− 1 + ( )ℎ
∈

, (12c) 

= . (12d) 

ここで， は生産要素の価格を表す．利潤ゼロ条件よ

り，財バラエティの供給量は次のとおり得られる: 

= − 1. (13) 

 
3. 均衡状態 
本モデルでは，均衡条件として短期均衡と長期均衡

を扱う．短期均衡では，消費者が居住地を変更できな

いほどの短期に，土地・財・労働市場が均衡すると仮定

する．長期均衡では，消費者が効用を最大化する居住

地を選択することができると仮定する．すなわち，均

衡状態を，消費者の空間分布（i.e., 人口分布） =(ℎ ) ∈ を与件とした状況下で土地・財・労働市場が均

衡する短期均衡状態と，消費者の居住地選択均衡条件

を満たす長期均衡状態の 2 段階に分ける．各々の条件

について順に示す． 
 
3.1 短期均衡条件 
短期的には，消費者が地域間を移動できないという

条件下で，土地・財・労働市場が均衡する．この短期均

衡状態を満たす条件は，各市場の清算条件から与えら

れる．土地市場の清算条件は以下で与えられる: 
ℎ + =   if > 0,ℎ + ≤  if = 0.  (14) 

財市場の清算条件は，式(9)に式(5b)，式(13)を代入す

ることで，以下で表される: 

= 1− ∑ ∈∈
ℎ . (15) 

労働市場の清算条件を示す．地域 における労働供給

量は消費者数ℎ で与えられ，労働需要量は となる．

したがって，この条件は以下で表される: 
ℎ = (1 − ) . (16) 

式(15)，式(16)より， は以下の賃金方程式を満たすこ

とが分かる: 

ℎ = (1 − )(1 − ) ℎ
∑ ℎ∈∈

ℎ . 
 (17) 

以上の条件を用いることで，間接効用 が人口分布

の関数で与えられる: 

( ) = ( ) ℎ + 1 − ℎ . 
 (18) 

 
3.2 長期均衡条件 
長期的には，消費者は効用の高い地域に移動するこ

とができ，その居住地選択行動が定まる状態を長期均



衡状とする．具体的には，長期均衡状態は，どの消費者

も自らの居住地を変更するだけでは効用を改善できな

い状態と定義する．この長期均衡状態は，以下の非線

形相補性条件を満たす状態 ∗である: 
∗ = ( ) if ℎ > 0,∗ ≥ ( ) if ℎ = 0,  ∑ ℎ∈ = . (19) 

ここで， ∗は均衡効用水準を表す． 
Pflüger and Tabuchi3)でも示されているとおり，長

期均衡状態には安定・不安定な状態が複数存在する．

安定的な均衡状態を得るために，長期均衡の安定性を

次の replicator dynamic によって判定する: 
ℎ̇ = (ℎ) ≡ ℎ { ( ) − ̅( )}, (20a) 

̅( ) = ( )
∈

ℎ . (20b) 

このダイナミクスの下での均衡状態 ∗の安定性は，( ∗) = ( ( ∗)) ∈ の Jacobi 行列∇ ( ∗)の固有値に

より判定できる．より具体的には，均衡状態 ∗は
∇ ( ∗)の固有値の実部が全て負であれば安定であり，

実部が正の固有値が存在すれば不安定である． 
 
3.3 均衡状態の解析手順 
本研究で用いるモデルには，安定・不安定な複数種

類の均衡状態が存在し得る．このため，本節ではパラ

メータを変化させた場合に創発する安定的な均衡状態

を導出する手順を示す． 
短期均衡状態の地代 ，賃金 ，価格指数 ，生産要

素の価格 は，短期均衡条件による非線形連立方程式

を解くことで得られる．ただし，ワルラス法則の存在

により，これらの条件式は4 − 1の独立な方程式にし

かならず， , , , は一意に定まらない．これらが

定まるように，総賃金を として外生的に与えて基準

化する条件を式(21)のとおり与える: 
ℎ

∈
= . (21) 

パラメータの変化に伴い創発する安定的な均衡状態

は，前述の式(20)の微分方程式により得られる．しかし，

式(20)を直接解くことは不可能であるため，高山・杉山
2)と同様に，ダイナミクス方向に徐々に人口分布 を更

新することで，安定均衡状態を調べる．具体的には，

回目の更新で得られた人口分布を ( ) = (ℎ( )) ∈ と

表記すると，人口分布の更新は以下の形で表される: 

ℎ( ) = ℎ( ) + ( ) . (22) 

ここで，はダイナミクス方向への人口分布の変化の度

合いを表す正のパラメータである． 

4. パラメータの設定方法 
本章では計量分析の実施に必要となるパラメータ, , , , のうち，輸送費用に関するパラメータ

を説明する． 

輸送費用に関するパラメータ は，実データから

直接設定することができないため，Redding and 
Venables4)の方法を参考に，パラメータ設定を行う．具

体的には第一段階で輸送モードの選択に関する推定を

行い，第二段階で輸送費用の推定を行う． は，こ

れらから得られる推定値を用いて設定する． 
第一段階として，各輸送モード（i.e., 自動車，バス，

鉄道，航空）での選択確率から，各々の選択効用に関す

るパラメータを推定する． 
選択効用は地域内（i.e., = ），地域間（i.e., ≠ ）

別に以下のように定義する: 

, = dist + dum     if = ,
 dist , + dum +  if ≠ , (23a) 

, = time          if = ,
 time , + freq , +  if ≠ . 

  (23b) 
ここで， は輸送モードの種類であり， , は各々，物

流・人流を表す． , , , はパラメータ，dist は地域 ,
間の距離，time は地域 , 間の所要時間，freq は地域

, 間の運行頻度である（ただし，運行本数が存在しな

い輸送モードは除く）．なお，地域内では主要な輸送モ

ード 1 種類のみを想定し（i.e., 乗用車，貨物車），輸送

モードの選択は無いものとする．dum は主要な輸送モ

ード（i.e., 乗用車，貨物車）の地域 , に対する同一県

間ダミーである． 
この選択効用を用いて，地域間における輸送モード

の選択確率および尤度関数は以下で表せる: 

, = exp ,∑ exp ,∈ , (24a) 

, = exp ,∑ exp ,∈ , (24b) 

= , ,
∈∈

, (25a) 

= , ,
∈∈

. (25b) 

ここで， は選択確率， は選択モードの集合， は尤度

関数， はサンプル の地域 , 間の交易シェアである． 
選択効用パラメータ , , , , , は，式(25)を

用いて最尤推定法により推定する． 
第二段階として，地域 , 間の交易額 と地理的な輸

送費用の関係から輸送費用の推計式を構築する． 



第 2 章で示したモデルでは，地域 , 間の交易額 と

の関係が次のように表されることを利用する: 
ln = FX + (1 − )ln + FM + const. (26) 

ここで，FX は生産地 に関する項，FM は需要地 に関

する項，constは定数項を表す．次に， は地域 , 間

の物流および人流の選択効用から決定されると仮定す

る．これは，選択効用を用いて輸送費用を推計する，

Allen and Arkolakis5)と同様の考えである．この仮定

より， は第一段階で推定した選択効用を用いて以

下で与えられると考える: 

=
⎩⎪
⎨
⎪⎧  exp , exp ,     if  = ,

 exp , exp , if  ≠ . 
 (27) 

ここで， , は乗用車および貨物車の選択効用，

Θ ,Θ , はパラメータである，ただし， に無関係に均

衡状態は定まるため， の推定の必要はない．式(27)に
より，式(26)は次のように表される: 

ln =

⎩⎪
⎪⎪
⎨
⎪⎪
⎪⎧

 FX + Θ , + Θ , + FM + const
             if = ,
 FX + Θ ln exp ,      

+Θ ln exp , + FM   
  + const        if ≠ .

 

  (28) 
ただし，ここでのconstはln( )を含む．式(28)の重回帰

分析からΘ ,Θ を推定する． 
以上，第一段階，第二段階のパラメータ推定結果お

よび式(27)より， を設定する． 
 
5. 計算条件 
5.1 地域区分およびネットワーク 
対象とする地域区分は，高山・杉山 2)と同様に，日本

国内を対象に都市雇用圏を基準として分割した 432 地

域区分を用いた．輸送ネットワークは，道路網，鉄道

網，航空網，航路網を対象とした．ただし，航路網は道

路網と一体と捉えて，道路網による輸送が不可能な地

域間のみを航路網利用の対象とした． 
 
5.2 パラメータの設定 
設定が必要なパラメータのうち，輸送費用に関する

パラメータ は，前章の方法により推定を行った．

推定に必要なデータは，公的データ・民間データを収 

Table1 第一段階の推定結果（物流） 
変数 輸送モード 推定値 t 値 

距離 貨物車＋船舶  -3.79.E-03 -8.76 
鉄道  -1.95.E-03 -5.17 
航空  -2.91.E-03 -5.69 

同 一

県間 
道路  3.17 3.89 

定数 

項 

鉄道  -4.53 -79.87 
航空  -4.19 -35.42 

Table2 第一段階の推定結果（人流） 
変数 輸送モード 推定値 t 値 

所要 

時間 

乗用車＋船舶  -2.61.E-02 -51.29 
バス  -9.41.E-03 -17.35 
鉄道  -2.65.E-02 -32.42 
航空  -2.09.E-02 -13.84 

運行 

頻度 

バス  1.30.E-02 2.740 
鉄道  6.30.E-03 12.82 
航空  1.18.E-02 4.010 

定数 

項 

バス  -4.09 -31.90 
鉄道  -1.84 -32.32 
航空  -1.51 -9.433 
Table3 第二段階の推定結果 

変数 推定値 t 値 

物流の選択効用 Θ  0.651 47.35 
人流の選択効用 Θ  0.723 38.94 

 
集・加工することで整備した．このうち，主なデータで

ある所要時間は，デジタル道路地図（DRM）および国

土数値情報の海上経路・定期旅客経路，総合ナビゲー

ションアプリ『NAVITIME』を運営するナビタイムジ

ャパン提供の代表地点間経路データを用いて設定した．

推定結果を Table1,2,3 に示す．表より，直観と合った

違和感の無い推定結果を得た． 
, は，Allen and Arkolakis5)でも使用される，実証

研究の知見と整合する値に設定した．具体的には，土

地の支出割合 は家計の住宅への支出割合を基礎に

= 0.3とした．代替弾力性 は = 9.0と設定した．土

地の供給割合である は，先行研究 2)で明らかにされた，

ストロー現象を表現できる = 0.6とした．アメニティ

水準 の設定は，高山・杉山 2)と同様，データにより与

えられる が基準均衡状態となるように設定した． 
 
5.3 交通技術進展の設定 
交通技術進展により，高速道路・一般国道区間の自

動車の物流・人流の利便性が向上した場合を考える．

具体的には，次のように対象区間の輸送費用を減衰さ

せて各地域の人口シェア変化を調べる: 



, = dist , − distT , + (1 − δ )distT ,  + dum +  if ≠ , (29a) 
, = time , − timeT , + (1 − δ )timeT ,  

+  if ≠ . (29b) 
ここで，distT , およびtimeT , は，地域 , 間の対象区

間における距離および所要時間，δ , δ は輸送費用の減

衰程度を示す．また，各地域の人口シェア変化は(ℎ − ℎ∗)⁄ × 100で表す．ただし，上付き添字∗は基

準均衡状態， は輸送費用変化後の均衡状態を表す． 
本設定において，自動車の物流（i.e., 貨物車）の利

便性向上では，トラックの隊列走行の実現による燃費

向上などを想定している．また，自動車の人流（i.e., 乗
用車）の利便性向上では，自動運転車の普及による業

務トリップの活動自由度の向上（e.g., 移動中の業務活

動の実施）などを想定している． 
 
6. 分析結果 
δ ,δ = 0.5の結果をFig.1に示す．Fig.1(a),(b)より，

物流に関わる交通技術進展は，高速道路・一般国道と

もに東京が人口増加する（i.e., ストロー現象）結果と

なった．また，東京の人口増加は物流の方がより顕著

となった．Fig.1(c),(d)より，人流に関わる交通技術進展

は，高速道路の場合は東京が人口増加する一方で，一

般国道の場合，東京が人口減少する結果となった． 
以上より，一般国道の自動車の人流に関わる交通技

術進展によって，東京一極集中が是正されることが示

唆された．また，高速道路のみを対象とした場合，東京

一極集中は進行してしまうことが示唆された．これに

より，現在，国では高速道路を対象とした自動運転技

術の適用を先行して進めているが，東京一極集中の是

正のためには，今回扱った一般国道などといった，よ

りローカルなネットワークに対する自動運転サービス

の早期実現が望まれる． 
 
7. おわりに 
本研究では，空間経済学に基づく空間応用一般均衡

モデルである高山・杉山 2)を拡張し，自動車・鉄道・航

空・高速バスといった複数の交通機関の利便性を反映

した交通網を表現できる分析枠組みを構築した．さら

に，開発した手法により，日本全国を対象に，高速道

路・一般国道別に自動車の物流・人流の利便性が向上

した場合の影響を分析した．その結果から，一般国道

の自動車の人流に関わる交通技術進展が東京一極集中

の是正に寄与することを示した． 
本分析では，高速道路・一般国道区間に区分して利

便性が一律に向上することを想定した．本研究の成果 

 
 
 
 
 
 
 
 

(a)物流：高速道路     (b)物流：一般国道 
 
 
 
 
 
 
 
 

(c)人流：高速道路     (d)人流：一般国道 
Fig.1 交通技術進展による人口シェア変化 

 
の妥当性を検証するためには，より多くの分析が必要

であり，今後の課題である． 
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